
戸建住宅地

一般住宅の多い既成
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 30 40 70 戸建住宅地

-

(都)１中専(60,160)

市の人口は減少、高齢化率は上昇している。住宅着工戸数は平成
２６年に入り大幅に減少し、平成２７年も前年と同水準で推移し
ている。

近隣地域の南方に位置する益見地区で商業集積が進んでおり、近
隣地域周辺の利便性が向上している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺では戸建住宅等の自己使用を目的とした取引が中心である。市場参加者は類似物件の取引水準を指標に価格決
定を行う傾向にあるため、取引事例を基礎とした比準価格の説得力は高い。一方、近隣地域周辺にある共同住宅地の大半は
規模が大きい。対して、対象基準地は共同住宅地としては規模が小さいため共同住宅の想定は現実性を欠く。従って、収益
価格は試算せず、他の標準地との検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

既成の住宅地域として熟成しており、今後とも現状の住環境を維持していく、と予測する。区画整理の行われた益見地区と
比較して割安感があるため、地価水準は下げ止まり、横ばいで推移する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

35,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞浪 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.6

+1.7

+7.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

瑞浪駅
南東 1.1km

瑞浪
1.1km

(8)

東4m市道

(都)１中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

私立高校に隣接している。 基準方位　北　　
４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

173

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

36,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

39,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0 ％ ％

112.7 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

瑞浪市土岐町字五百代７２０６番４２

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 30日 正常価格

平成 27年 7月 16日平成 27年 7月 1日

6,230,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は瑞浪市の中心市街地内に形成されている低層住宅地域。需要者の中心は市内に在住する３０代の一次取得者層
である。圏内では瑞浪小学校区の人気が高い。また、区画整理の行われた益見地区にある新興住宅地域の人気が上昇してい
る。近隣地域周辺は益見地区と比較して住環境は劣るものの利便性が高く、割安感もある。このため需要は堅調に推移して
いる。中心となる価格帯は、土地は８００万円程度、新築戸建ては２，５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞浪（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞浪（県） －

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

吉村　寿也



低層住宅地

一般住宅等を主体に
農地も見られる住宅
地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 10 130 40 低層住宅地

-

(都)(60,200)

景気良化の実感がなく、物価や消費税等の騰勢等、都市生活の萎
縮や郊外部人口の減少傾向が軽視できない地方経済動向と観察さ
れる。

郊外型店舗の立地動向等に伴う好影響が期待される。

個別的要因に変動はない。

　賃貸市場の未熟成と駐車場確保の必要等により、土地の利用効率が低い地域事情にある。　従って、相対的に妥当性の高
い比準価格をベースに収益価格を参考とし、手順の各段階について客観的に再吟味を加えて、長年の地価下落趨勢に関する
流動性等リスクも勘案し、さらに地価体系上の位置と標準地及び指定基準地との均衡並びに過年度等価格の推移等も検討し
て、鑑定評価額等を表記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　市郊外の稲津地区の既成住宅地域である。　幹線街路沿いに沿道サービス店舗等の立地が認められるが土地取引は低調で、
今後も概ね現状のまま推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 23,500 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

23,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞浪 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.3

+13.3

+11.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

瑞浪駅
南東 3.1km

瑞浪
3.1km

(8)

東7.8m市道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、７．
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

349

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 17.0 ｍ、　規模 340  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

23,800 円／㎡

8,440 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

28,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9％ ％

121.6 ］

99.5［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

瑞浪市稲津町小里字摠作１０８７番３

+1.0

0.0

方位

形状

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

23,400

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

瑞浪（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.7

+12.8

+43.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

36,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

153.7 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 29日 正常価格

平成 27年 7月 14日平成 27年 7月 1日

8,130,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 23,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、ＪＲ中央本線瑞浪駅利用を中心に、陶町及び稲津町等の市郊外部の地価水準低位の住宅地域全般と判定さ
れる。　需要者の中心は市内に在住する一次取得者層で、幾分の地縁的選好性も働いている。　近年では町内でミニ開発が
散見され、幹線街路に沿道サービス店舗等が立地する等やや活性化の動向が認められるが、宅地取引は低調な状況となって
いる。　尚、中心となる価格帯を見出すことは画地規模の相違等から困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞浪（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞浪（県） －

基準地番号 提出先

2 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　岐阜鑑定

松原弘昌



低層住宅地

一般住宅のほか、農
地等も見られる郊外
の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北120 80 30 150 低層住宅地

-

(都)(60,200)

景気良化の実感がなく、物価や消費税等の騰勢等、都市生活の萎
縮や郊外部人口の減少傾向が軽視できない地方経済動向と観察さ
れる。

将来の期待要因に乏しく、予定される瑞陵中学校への統・廃合に
よる遠距離通学など、生活環境の劣化が予想される。

個別的要因に変動はない。

　地価水準的にも自家建設が殆どであることから、収益価格は試算できなかった。　従って、長年の地価下落趨勢と収益価
格の裏付けがないリスク資産であり、当日吉町内及び隣接地区における多数の取引事例を採用できない取引頻度に関する流
動性等リスクも勘案し、比準価格をベースに手順の各段階について客観的な再吟味を加え、さらに規準すべき類似の標準地
及び基準地が所在しない実情と取引動向等も総合的に検討して、鑑定評価額等を表記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　人口減が顕著な地域で、中学校の統合計画等からも、過疎化が深刻な山間集落地である。　需要の払底と取引市場におけ
る流動性の喪失を素因とした、相対的にやや大きな下落が判断される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 8,650 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

瑞浪駅
北 6.1km

瑞浪
6.1km

(8)

北西5m県道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５ｍ
県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

442

( )

⑨法令上の規制等

2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 25.0 ｍ、　規模 450  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

8,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.3％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

瑞浪市日吉町字岩神４１６５番３

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 29日 正常価格

平成 27年 7月 14日平成 27年 7月 1日

3,730,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 8,450 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.0

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、ＪＲ中央本線瑞浪駅利用を中心に、日吉町、陶町及び稲津町等の市郊外部の地価水準低位の住宅地域全般
と判定される。　周辺地域は中山道宿場町を沿革とする集落地で、地縁的選好性の高いやや狭隘な市場特性となっている。
　尚、土地の取引は４００万円前後と考えられるが、継続する人口減もあって、買い手需要が極端に少ない市場動向となっ
ている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞浪（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞浪（県） －

基準地番号 提出先

3 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　岐阜鑑定

松原弘昌



戸建住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北45 100 35 30 戸建住宅地

-

(都)(60,180)
土砂災警戒区域

市の人口は減少、高齢化率は上昇している。住宅着工戸数は平成
２６年に入り大幅に減少し、平成２７年も前年と同水準で推移し
ている。

環境の変化に乏しい集落地域であり、周辺で宅地開発、住宅の新
築等は殆ど見られない。地域要因に大きな変化は見られない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺の取引は少ないが自用目的の取引が中心である、と考えられる。縁故取引等の特殊な価格形成も見られるが、
市場参加者は類似物件の取引水準を指標として価格決定を行う傾向にある。よって、比準価格の説得力は高い。一方、過疎
化が進む近隣地域周辺の賃貸需要は乏しく、共同住宅の新築、及び収益獲得を目的とした取引は殆どない。従って、収益価
格は試算せず、他の標準地との検討を踏まえ、比準価格をもって鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

人口減少、過疎化が進行している郊外の集落地域であり、緩やかに衰退していく、と予測する。土地需要は低迷しており、
不動産の取引は殆ど見られない。地価水準は下落傾向が継続する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 15,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

14,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞浪 2

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.6

+22.9

+55.0

-2.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

釜戸駅
南西 950m

釜戸
950m

(8)

北4.5m県道

(都)
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災警戒区域

(60,180)

特にない 基準方位　北　　
４．５ｍ県道　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

581

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 30.0 ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

14,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

28,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0％ ％

191.5 ］

99.5［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

瑞浪市釜戸町字町屋１５０３番

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 30日 正常価格

平成 27年 7月 16日平成 27年 7月 1日

8,540,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 14,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は瑞浪市郊外、及び恵那市西部郊外に位置する低層住宅地域。需要者は圏内に在住する一次取得者層で地縁関係
を持つ者が中心であり、外部からの転入者は少ない。圏内は各種施設から遠く、利便性が劣る地域が多い。また、若年層の
流出により過疎化、高齢化が進行している地域も多い。このため、市場での人気は低く、不動産の取引件数は低位で推移し
ている。中心となる価格帯は、土地は７００万円程度、中古住宅は１，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞浪（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞浪（県） －

基準地番号 提出先

4 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

吉村　寿也



低層住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 80 30 80 低層住宅地

-

(都)２中専(60,200)

景気良化の実感がなく、物価や消費税等の騰勢等、都市生活の萎
縮や郊外部人口の減少傾向が軽視できない地方経済動向と観察さ
れる。

市街地住宅域であり、特段の要因変化は認められない。

個別的要因に変動はない。

　駐車場の必要等から土地利用効率が低い地方都市で、収益価格は試算できなかった。　従って、当該地域の地価は概ね安
定基調であるものの収益価格の裏付けがなく、保有と売却コストや取引頻度等の流動性等のリスクも勘案し、妥当性の高い
比準価格をベースに手順の各段階について客観的な再吟味を加え、さらに当該基準地の地価体系上の位置と標準地及び指定
基準地との均衡並びに新設の基準地である意義等も検討して、鑑定評価額等を表記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

　区画整理等がされた街区整然とした熟成途上の住宅地域であり、現状のまま安定的に推移するものと予測される。　周辺
類似地域ではミニ開発等も見られ、地価も安定基調で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

41,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞浪 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.5

+2.8

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

瑞浪駅
南西 1.6km

瑞浪
1.6km

(8)

北5m市道

(都)２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、５ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

173

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0 ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

42,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

39,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

96.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

瑞浪市一色町６丁目８９番

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

41,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

瑞浪（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+1.1

-13.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

36,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

86.2 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 29日 正常価格

平成 27年 7月 14日平成 27年 7月 1日

7,180,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 41,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

30,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、ＪＲ中央本線瑞浪駅利用とする中心市街地の地価水準やや高位の住宅地域全般と判定される。　周辺地域
は区画整理事業が完了して街区等が整然とした地区で、宅地需要も旺盛な市場特性となっている。　尚、土地の取引は１，
０００万円程度、中古住宅は１，５００万円前後、新築戸建は２，７００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞浪（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞浪（県） －

基準地番号 提出先

5 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社　岐阜鑑定

松原弘昌



低層店舗地

国道沿いに店舗、事
務所等の見られる路
線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 30 低層店舗地

-

(都)近商(90,200)

区画整理の行われた益見地区で商業集積が進んでいる。他方、国
道１９号線沿いの路線商業地域への出店動向はやや弱い。

若干の店舗の入れ替えがあるものの、地域要因に大きな変化は見
られない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域周辺に見られる店舗等は自用物件が中心である。貸店舗も見られるが、その多くは廃業した店舗等の転用によるも
のであり、当初より賃貸を目的として建てられるテナント物件の数は少ない。商業用建物の賃貸市場の成熟の程度は低く、
テナント物件の運営を前提とする収益価格の説得力は劣る。従って、現実の取引事例を基礎とし、より説得力の高い比準価
格を重視し、収益価格を関連付け、他の標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
Ｓ２

店舗等の入れ替えを伴いながらも、現状程度の商業集積度、繁華性を維持していく、と予測する。新興の商業地域である益
見地区と比較して新規出店の動きは弱く、地価水準は弱含みで推移する、と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 58,300 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

57,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

瑞浪 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.6

+5.0

+5.0

+6.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

-1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

瑞浪駅
南 1.5km

瑞浪
1.5km

(8)

南23m国道

(都)近商
(80,200)

（その他）　　　　
(90,200)

特にない ２３ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

572

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 24.0 ｍ、　規模 600  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価方式等
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

59,100 円／㎡

32,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

64,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

112.7 ］

99.4［ ］ 100［ ］

99.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（平成 27 平成 27年 7月 21日　提出

宅地-1

瑞浪市一色町４丁目８７番

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 27年 1月]

平成 27年 6月 30日 正常価格

平成 27年 7月 16日平成 27年 7月 1日

33,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 57,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

46,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は瑞浪市、及び隣接市町村内に存する路線商業地域を中心とする商業地域全般。需要者の中心は地元の事業者、
及び沿道サービス業等を営む企業である。瑞浪市内では国道１９号線沿いの路線商業地域で商業集積が進んでいたが、この
ところその動きは弱くなっている。近年は益見地区への出店が相次いでおり、同地区の商業集積が進んでいる。商業地の取
引は少なく取引価格帯は規模等によりまちまちである。このため中心価格帯は見いだせない状況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

瑞浪（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

瑞浪（県） －5

基準地番号 提出先

1 岐阜県

所属分科会名

岐阜第１

業者名

印不動産鑑定士氏名

板津不動産鑑定株式会社

吉村　寿也
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